
�愛媛県規則第８号
愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則

愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）の一部

を次のように改正する。

第４６条の表１の項中「５馬力」を「５キロワット」に、「

１５馬力」を「４８キロワット」に、「２５馬力」を「８０キロワッ

ト」に改め、同表２の項中「１０馬力」を「３１キロワット」に

改め、同表４の項中「１５馬力」を「４８キロワット」に改める

。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 漁船法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年農林水

産省令第１５３号）附則第２条の規定によりその推進機関の

馬力数についてなお従前の例によることとされる漁船につ

いては、改正後の愛媛県漁業調整規則第４６条の表の規定に

かかわらず、なお従前の例による。

３ この規則の施行前にした行為及び前項の規定によりなお

従前の例によることとされる場合におけるこの規則の施行

後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。

�愛媛県告示第６４６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

、医療機関を次のように指定した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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規 則

告 示

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

ふ く だ 歯 科 福 田 大 新居浜市泉宮町１－１１ 平成
１４．３．１
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�愛媛県告示第６４８号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より、次のとおり医療機関を指定した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６４９号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より指定した次の指定医療機関は、廃止年月日欄に掲げる日

に廃止されたので、同項の規定による指定医療機関の指定の

効力は、同日をもって消滅した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６４７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関（指定訪問看護事業者等）から、指定訪問看護

事業等を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６５０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工

労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

医 療 機 関 （ 指 定 訪
問 看 護 事 業 者 等 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る指定訪問看護事業等を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社
アシストジャパン

温泉郡重信町見奈良８０１－
１

アシストジャパン訪問看護
ステーション

温泉郡重信町見奈良８０１－
１ 平成１４．３．１

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

２５６９ 医療法人清 翠 会 佐 藤 医 院 新居浜市庄内町一
丁目１４－３６

平成
１４．２．１

２５７０
医療法人
あゆみクリニッ
ク

あゆみクリニッ
ク

今治市高部甲５２６
－１

平成
１４．２．１

２５７１ 医療法人圭泉会菅病院
医療法人
圭泉会菅病院

今治市南日吉町二
丁目３－２１

平成
１４．２．１

２５７２
医療法人
波止浜内科・外
科

波止浜内科・外
科

今治市地堀五丁目
２－１

平成
１４．２．１

２５７３ 福 田 大 ふ く だ 歯 科 新居浜市泉宮町１
－１１

平成
１４．３．１

１０５６５ 有限会社矢 野 勉 強 堂 矢 野 薬 局 川之江市金田町金
川５

平成
１４．２．１

１０５６６ 株式会社プ リ ポ ー ト
今治プリポート
薬局

今治市石井町四丁
目７－２０

平成
１４．２．１

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 廃 止

年 月 日

１０２０ 菅 勝 男 菅 病 院 今治市南日吉町二
丁目３－２１

平成
１３．１１．３０

１０６０ 國 延 益 弘 波止浜内科医院 今治市地堀五丁目
２－１

平成
１３．１１．３０

８８７ 佐 藤 清 記 佐 藤 医 院 新居浜市庄内町一
丁目１４－３６

平成
１３．１２．３１

３１４ 多々見 年 光 大生院診療所 新居浜市大生院３６
７

平成
１３．１２．３１

２４９０ 阿 部 雄 吉 あゆみクリニッ
ク

今治市高部甲５２６
－１

平成
１３．１２．３１

１０４５１ 株式会社プ リ ポ ー ト
今治プリポート
薬局

今治市鐘場町一丁
目３－１３

平成
１４．１．１４

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変 更 し た 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する
者の名称

株式会社
伊予鉄百貨店

株式会社
伊予鉄�島屋

平成１４年
３月１日

平成１４年
３月８日

大規模小売店舗において小
売業を行う者の名称

株式会社
伊予鉄百貨店

株式会社
伊予鉄�島屋
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�愛媛県告示第６５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、西条市氷見土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・下新田地

区）の施行を平成１４年３月１３日認可した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、宮窪町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・菅原地区）の施行に平成１４

年３月１３日同意した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、宮窪町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・大谷地区）の施行に平成１４

年３月１３日同意した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６５５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、双海町から協議のあった町営土地改良事業（ほ

場整備事業・峰高地区）の施行に平成１４年３月１３日同意した

。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６５６号
川内町から協議のあった町営土地改良事業（ため池等整備

事業・黒岩地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準

用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 川内町営土地改良事業（ため池等整備事業・黒岩地区

）計画書の写し

� 農地農林業用施設災害復旧事業等分担金課徴収条例の

写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月２５日から４月１９日まで

３ 縦覧場所

川内町役場

�������
�愛媛県告示第６５７号
朝倉村から協議のあった村営土地改良事業（土地改良総合

整備事業・万丁地区）の計画の変更は、適当と認められるの

で、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第５項

及び第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

村営土地改良事業（土地改良総合整備事業・万丁地区）

変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年３月２５日から４月１９日まで

３ 縦覧場所

朝倉村役場

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部商工流通課

�愛媛県告示第６５１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の

概要は、次のとおりである。

当該意見は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地 法第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の概要

フジ衣山ＳＣ 松山市衣山一丁目１６８番
地１

ごみの減量化及びリサイクルの推進に努めること。

��������������

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号
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�愛媛県告示第６５８号
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号。以下「法」という。）第２１条第１項の規定により

平成１３年１２月に収去した飼料の試験結果の概要は、次のとおりである。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

栄養成分に関する検査

製造事業場等の

名称及び所在地
収去場所 飼料の名称

製造

（輸入）

年月

試 験 結 果 の 概 要

備考粗た
ん白
質

粗脂
肪

カル
シウ
ム

りん 粗繊
維

粗灰
分

揮発
性塩
基性
窒素

水溶
性窒
素

ペプ
シン
消化
率

可消
化粗
たん
白質

可消
化養
分総
量

代謝
エネ
ルギ
ー

その
他の
検査

丸紅飼料株式会社
鹿島工場
茨城県鹿島郡神栖
町大字東深芝２番
５

北辰商事株式会社
愛媛県川之江市川
之江町４０６９番地

マルベニ印配合
飼料ほ乳期子豚
用ベニベイブ

１３

・

１２

２３．４４８．９６０．７４０．６７０．８８５．４５

中部飼料株式会社
岡山工場
岡山県倉敷市玉島
乙島４９番地の１１

マルノー物産株式
会社
愛媛県西条市ひう
ち６番地１９

マル中印ほ乳期
子牛育成用配合
飼料αグリーン
育成

１３

・

１２

１８．１８３．４６０．５４０．４５３．３０４．８５

マリンネット株式
会社本社工場
佐賀県伊万里市山
代町楠久９２９

南予飼料産業株式
会社
愛媛県宇和島市弁
天町二丁目１番５
号

ハマチＥＰ１０

１３

・

１２

４４．５３２２．１５１．７１１．５２１．２６９．８３

株式会社オールイ
ンワン本社工場
香川県大川郡大内
町三本松２１２３番地

合資会社新津商店
愛媛県宇和島市丸
之内五丁目４番７
号

オールインワン
前期

１３

・

１２

１４．５５２．３６１．０１０．３７５．０９６．３９

全国酪農業協同組
合連合会関西飼料
工場
兵庫県神戸市東灘
区深江浜町５０番６

愛媛県酪農業協同
組合連合会南予指
導事務所
愛媛県大洲市若宮
１４３０－１

えひめパワーク
イーン

１３

・

１２

１８．５９４．７３０．８４０．５１５．７７６．０５

日本農産工場株式
会社水島工場
岡山県倉敷市児島
塩生２７６７－３２

愛媛飼料産業株式
会社
愛媛県松山市枝松
五丁目８－３０

ノーサン印若令
牛育成用配合飼
料ニューグロア
ーバルキー

１３

・

１２

１５．７４３．７５０．８４０．４５４．６３４．８９

西日本飼料株式会
社
岡山県倉敷市水島
海岸通三丁目６番
地３

愛媛糧栄株式会社
愛媛県松山市問屋
町５番４２号

日清印ブロイラ
ー後期用配合飼
料ネオブロセブ
ン

１３

・

１２

１８．９２８．１７０．７７０．６０２．７２５．１０

日和産業株式会社
三原工場
広島県三原市木原
町１５０１番地の９

村上産業株式会社
愛媛県松山市本町
一丁目２番地１

ニチワ印成鶏飼
育用配合飼料ニ
ュースターレッ
ド

１３

・

１２

１７．７６５．２９３．２５０．５１２．４８１２．７４

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社坂出工場
香川県坂出市築港
町二丁目８番１号

遠山商店株式会社
愛媛県今治市中日
吉町三丁目４番１２
号

日配肉用牛肥育
用配合飼料ハイ
フレークＳぼた
ん

１３

・

１２

１１．８９３．１８０．５８０．４９２．９６４．８３

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号
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�������
�愛媛県告示第６５９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

周桑郡丹原町大字川根乙１０２の５９

２ 指定の目的

干害の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び丹原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

北条市横谷字天神乙４４１の４から乙４４１の６まで、乙４

４１の１０、猿川字�成乙６１４の１、乙６１４の２、米之野字久
保野乙６２０（次の図に示す部分に限る。）、字高縄乙６２１

の１から乙６２１の４まで、乙６２１の６、乙６２１の８、乙６

２１の９

２ 指定の目的

公衆の保健

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁及び北条市役所に備え置いて縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第６６１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１４年３月２２日

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社宇和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同 左
くみあい配合飼
料Ｅブロイラー
仕上１８

１３

・

１２

１８．５４７．６３０．８００．６５２．１０４．７６

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社宇和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同 左
くみあい配合飼
料マタニティ７２
Ｍプラス

１３

・

１２

１４．６２３．３１０．８５０．６８３．３８５．４７

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社宇和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同 左
くみあい配合飼
料ピグバリュー
ＣＭ

１３

・

１２

１５．４１２．７７０．６７０．４２２．４１４．１９

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社宇和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同 左
くみあい配合飼
料四国トラスト
１８

１３

・

１２

１８．２１４．４１３．３８０．５５２．３３１３．００

ジェイエイ四国く
みあい飼料株式会
社宇和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同 左
くみあい配合飼
料スーパークロ
ス後期

１３

・

１２

１２．５７３．１１０．２４０．４５３．４５３．２３

注 １ 飼料の名称の欄中「○規」は、法第４条第１項の規格適合表示飼料であることを示す。

２ 試験の結果の概要の欄は、個別検査項目別に分析結果を示す。

３ 備考の欄は、表示成分量に対して過不足があった場合の当該過不足の量等を示す。

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

西宇和郡三瓶町大字有太刀字ヨコタキ８の１、８の３、

１０の２、１４、字トビガウラ１５、１６、４３の１、４３の２、４５、

４６、５９、６２、字カワラ２３６、字オオヒラ２３８、字トヨウラ

７６７、大字有網代字清田浦３０４の２、３２３の１、３２４、３

２５の１、３２５の２、３２６の１、３２６の２、３２７、３４１、字

下り松３４５、３４６、３４８から３５０まで、３５２、３５３の３、

３５４、３６１、３６２の１から３６２の３まで、３６３、３６４の２

、３６８の１、３６８の２、字ヲコシ米３６９の１

２ 指定の目的

公衆の保健

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び三瓶町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

越智郡吉海町大字仁江８７８の１、１４１５の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第６６３号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから

、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示

する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

北宇和郡日吉村大字父野川上１３１５・大字日向谷１８５５の２

（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）、１８５３の

３

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

林道用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び日吉村役

場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市藤之石字賤之元辛２０９、辛２１０の１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

�愛媛県告示第６６５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

営業の停止を
命じた建設業
の種類

営業の停止を
命じた期間

営 業 の 停 止 を 命 ず る
原 因 と な っ た 事 実

（般－９）
第１０６６５号

平成９年
１０月１９日

有限会社
鎚矢組

入江満里子 松山市市坪南一丁
目８番１号

平成１４年
３月１４日

土木工事業、と
び・土工工事業
、石工事業、鋼
構造物工事業、
舗装工事業、し
ゅんせつ工事業
、水道施設工事
業

平成１４年
３月２０日から

平成１４年
６月１９日まで
（３月間）

公正入札妨害及び贈賄の罪によ
り、平成１３年９月２１日、同社元
代表取締役は松山地方裁判所か
ら懲役２年執行猶予４年の判決
を受け、後日、その刑が確定し
た。

��������������
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なお、法第２２条第３項に規定する図書は、明浜町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

明浜町

東宇和郡明浜町大字高山甲３６５７番地

代表者 町長 酒井正直

東宇和郡明浜町大字俵津１番耕地２８番地

２ 埋立区域

� 位置

東宇和郡明浜町大字宮野浦甲１１７８番地先から同甲１１６２

番地先までの公有水面

� 区域

次の�点から�点を直線で結んだ線、�点と�点を結
ぶ平成１２年７月２５日付け愛媛県指令港第３６３号で竣功認

可された埋立地と公有水面との境界線（明浜町漁港基準

面Ｃ．Ｄ．Ｌ＋２．２５�により決定）並びに�点から�点
を結ぶ春分及び秋分の満潮位（明浜町漁港基準面Ｃ．Ｄ

．Ｌ＋２．２５�）における公有水面と陸地との境界線によ
り囲まれた区域

基点（東宇和郡明浜町大字宮野浦甲１９３７番地２地先宮

野浦３号護岸天端に設置した金属鋲）は、北緯３３度１８分

３７秒、東経１３２度２５分３８秒の地点

�点は、基点から真北１７２度４３分３５秒２４．６８メートル
の地点

�点は、�点から真北１４１度１４分１３秒７７．６４メートル
の地点

�点は、�点から真北２３１度０９分３７秒１１．６９メートル
の地点

	 面積

１，１１３．４９平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１３年３月７日 愛媛県指令港第３１号

４ しゅん功認可年月日

平成１４年３月２２日

�愛媛県告示第６６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
宇摩郡別子山村字筏津乙５１５番地先から

同字乙５００番１０地先まで

旧 ５．４～２３．０ ０．１５０

新 ９．０～２３．０ ０．１５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線
宇摩郡別子山村字筏津乙５１５番地先から

同字乙５００番１０地先まで
平成１４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
上浮穴郡美川村七鳥１７８１番１から

同村七鳥１７７８番３地先まで

旧 ５．０～２７．８ ０．１８０

新 １３．０～４１．５ ０．１８０
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�愛媛県告示第６７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 柳谷美川線
上浮穴郡美川村日野浦４５６４番２から

同村日野浦４６５６番２まで

旧 ６．０～２７．０ ０．２６０

新 １２．０～３８．０ ０．２６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
上浮穴郡美川村七鳥１７８１番１から

同村七鳥１７７８番３地先まで
平成１４年３月２２日

〃 柳谷美川線
上浮穴郡美川村日野浦４５６４番２から

同村日野浦４６５６番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
喜多郡長浜町大字沖浦字白木丙１０７６番１から

同町大字須沢丙１０５３番２まで

旧 ８．４～２２．５ ０．３０９

新 １９．８～１６０．９ ０．２４７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
喜多郡長浜町大字沖浦字白木丙１０７６番１から

同町大字須沢丙１０５３番２まで
平成１４年５月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市栄町港一丁目３１５番地先から

同市恵美須町一丁目６０８番１地先まで

旧 １９．８～８５．２ ０．０６１

新 ２５．５～８５．２ ０．０６１
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�愛媛県告示第６７５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項におい

て準用する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市

計画下水道大西町公共下水道の変更に係る都市計画の図書の

写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６７７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、川之江都市計画道路事業３・５・８塩谷小山線及

び３・５・７中村山田井線（川之江市施行）の事業計画の変

更を次のように認可した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成５年３月１２日から

平成１９年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第６７８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予郡砥部町高尾田１１０番４

２ 申請人の住所氏名

伊予郡砥部町高尾田８６６番地７

ランドコーポレーション株式会社

代表取締役 田中 大丈

３ 図面省略

�愛媛県告示第６７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年３月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

県 道 喜路能登線
宇和島市日振島３１０番１から

同市日振島１７７番１まで

旧 ０．８～３．４ ０．１５５

新 ０．８～８．０ ０．１５５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市栄町港二丁目５０１番２から

同市栄町港一丁目３１６番まで
平成１４年３月２２日

県 道 喜路能登線
宇和島市日振島３１０番１から

同市日振島１７７番１まで
〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

西局丹土（開）第２７号

平成１４年３月１１日
周桑郡小松町大字大頭字松縄甲１０３５番４

温泉郡重信町大字田窪２０６１番地３
石 井 浩 一
石 井 文 佳

西局丹土（開）第２８号

平成１４年３月１１日
東予市玉之江４４１番３

周桑郡小松町大字新屋敷甲２１６０番地
近 藤 将 彰
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�愛媛県公安委員会規則第３号
愛媛県公安委員会文書管理規則を次のように定める。

平成１４年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県公安委員会文書管理規則

（目的）

第１条 この規則は、公安委員会が行う行政文書の管理に関

し必要な事項を定めることにより、行政文書の適正な管理

を確保し、もって事務の適正かつ能率的な遂行及び愛媛県

情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。以下「条例」

という。）の適正かつ円滑な運用に資することを目的とす

る。

（定義）

第２条 この規則において「行政文書」とは、公安委員会の

委員長及び委員並びに警察本部総務室総務課公安委員会補

佐室（以下「公安委員会補佐室」という。）の職員が職務

上作成し、又は取得した文書、図画及び写真並びに電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られた記録をいう。以下

同じ。）であって、これらの者が組織的に用いるものとし

て、公安委員会が保有しているものをいう。

（公安委員会の保有する行政文書）

第３条 公安委員会が保有する行政文書は、次のとおりとす

る。

� 公安委員会の会議録（公安委員会の会議に提出された

行政文書であって、公安委員会が会議録と併せて保有す

ることが必要と認めたものを含む。）

� 警察法（昭和２９年法律第１６２号）第４３条の２に規定す

る事務に関する行政文書

	 警察法第７８条の２に規定する事務に関する行政文書


 その他公安委員会が自ら保有することが必要と認めた

行政文書

（行政文書分類表）

第４条 行政文書については、当該行政文書に係る事務の性

質、内容等に応じ分類することができるようにするため、

行政文書分類表（様式第１号）を作成するものとする。

２ 行政文書分類表については、毎年１回以上見直しを行い

、必要と認める場合にはその改正を行うものとする。

３ 行政文書分類表の作成及び改定は、第１５条の文書管理責

任者が行う。

（行政文書の作成）

第５条 公安委員会の意思決定に当たっては行政文書を作成

するものとし、事務の実績については行政文書を作成する

ものとする。ただし、次に掲げる場合については、この限

りでない。

� 意思決定と同時に行政文書を作成することが困難であ

る場合

� 処理に係る事案が軽微なものである場合

２ 前項第１号に規定する場合にあっては、事後に行政文書

を作成するものとする。

（行政文書の保存の方法）

第６条 行政文書は、公安委員会が適切に管理し得る専用の

場所において、行政文書以外のものと区分して保存期間が

満了する日まで適切に管理し、保存するものとする。

２ 行政文書は、保存期間が満了する日まで必要に応じ記録

媒体の変換を行うなどにより、適正かつ確実に利用できる

方式で保存するものとする。

３ 行政文書（保存期間が１年以上のものに限る。）は、単

独で管理することが適当なものを除き、第４条第１項に規

定する行政文書分類表に従って、行政文書ファイルとして

まとめるものとする。

４ 行政文書ファイルは、必要がある場合は、分割し、又は

統合することができる。

（行政文書の保存期間）

第７条 行政文書については、次条に規定する起算日から、

次の表の左欄に掲げる行政文書の種別に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる期間が経過するまでの間、保存しなけれ

ばならない。

第３条第１号に規定する行政文書 １０年

第３条第２号に規定する行政文書 ５年

第３条第３号に規定する行政文書 当該苦情の処理後３

年

第３条第４号に規定する行政文書 永年、１０年、５年、

３年又は１年のうち

、公安委員会が必要

と認めて定める期間

２ 原本（原本に代えて保存すべきこととされた行政文書を

含む。以下同じ。）の写しその他の原本以外の行政文書の

保存期間については、原本より短い期間とすることができ

る。

３ 一の行政文書ファイルに保存期間の満了する日を異にす

る複数の行政文書が含まれる場合は、第１項の規定にかか

わらず、その行政文書ファイルに含まれるすべての行政文

書を、これらの行政文書の保存期間の満了する日のうち最

も遅い日までの間保存するものとする。

（保存期間の起算）

第８条 行政文書（保存期間が１年未満である行政文書（以

下「１年未満文書」という。）を除く。）の保存期間は、

当該行政文書を作成し、又は取得した日の属する年の翌年

（会計に関する行政文書等会計年度により管理することが

適当な行政文書にあっては、当該行政文書を作成し、又は

所得した日の属する会計年度の翌会計年度）の初日から起

算するものとする。

２ １年未満文書の保存期間は、当該行政文書を作成し、又

は取得した日から起算するものとする。

（保存期間の延長）

第９条 次に掲げる行政文書については、前条の規定にかか

わらず、保存期間の満了する日後においても、その区分に

応じてそれぞれ次に定める期間が経過する日までの間保存

期間を延長するものとする。この場合において、一の区分

に該当する行政文書が他の区分にも該当するときは、それ

ぞれの期間が経過する日のいずれか遅い日までの間保存す

公安委員会規則
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るものとする。

� 現に監査、検査等の対象になっているもの 当該監査

、検査等が終了するまでの間

� 現に係属している訴訟における手続上の行為をするた

めに必要とされるもの 当該訴訟が終結するまでの間

	 現に係属している不服申立てにおける手続上の行為を

するために必要とされるもの 当該不服申立てに対する

裁決又は決定の日の翌日から起算して１年間


 条例第５条の規定による公開の請求があったもの 条

例第１０条各項の決定の日の翌日から起算して１年間

第１０条 第１５条の文書管理責任者は、保存期間が満了した行

政文書について、職務の遂行上必要があると認めるときは

、一定の期間を定めて当該保存期間を延長することができ

る。当該延長に係る保存期間が満了した後にこれを更に延

長しようとするときも、同様とする。

（行政文書の廃棄）

第１１条 保存期間（前２条の規定により保存期間が延長され

た場合にあっては、延長後の保存期間。以下同じ。）が満

了した行政文書については、行政文書の内容及び記録媒体

に応じた方法により廃棄するものとする。この場合におい

て、当該行政文書の情報が漏えいしないよう適切な措置を

講じるものとする。

（保存期間満了前の廃棄）

第１２条 第１５条の文書管理責任者は、特別の理由があるとき

は、公安委員会の委員長の承認を得て、保存期間が満了す

る前に行政文書を廃棄することができる。

２ 前項の規定に基づき保存期間が満了する前に行政文書を

廃棄する場合は、廃棄する行政文書の名称、当該特別の理

由及び廃棄した年月日を記載した記録を作成しなければな

らない。

（行政文書ファイル管理簿）

第１３条 行政文書ファイル及び行政文書（単独で管理されて

いる保存期間が１年以上のものに限る。）については、公

安委員会行政文書ファイル管理簿（様式第２号。以下「行

政文書ファイル管理簿」という。）により管理するものと

する。

２ 行政文書ファイル管理簿の記載については、記載すべき

事項が不開示情報に該当するおそれがある場合には、当該

不開示情報を明示しないよう工夫をするものとする。

３ 行政文書ファイル管理簿は、年１回以上定期的に更新す

るものとする。

（行政文書の閲覧及び貸出し）

第１４条 次条の文書管理責任者は、必要があると認める場合

は、行政文書を公安委員会補佐室の職員以外の警察職員に

閲覧させ、又は貸し出すことができる。

（文書管理責任者）

第１５条 公安委員会に、文書管理責任者を置き、警察本部総

務室総務課公安委員会補佐室長の職にある者をもって充て

る。

２ 文書管理責任者は、次に掲げる事務を行う。

� 行政文書の管理に関する規程類の整備

� 行政文書分類表及び行政文書ファイル管理簿の整備

	 行政文書の保存期間の延長及び廃棄その他行政文書の

適正な管理の実施

（文書管理担当者）

第１６条 公安委員会に、文書管理担当者を置き、文書管理責

任者が指名する室員をもって充てる。

２ 文書管理担当者は、文書管理責任者を補佐する。

（補則）

第１７条 この規則に定めるもののほか、行政文書の管理に関

し必要な事項は、文書管理責任者が定める。

附 則

この規則は、平成１４年４月１日から施行する。
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３３３



様式第１号（第４条関係）

行 政 文 書 分 類 表

大分類 中分類 小分類 行政文書ファイル名 保存期間 備 考

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号
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様式第２号（第１３条関係）

公 安 委 員 会 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿

年 別 年

文 書 分 類 行 政 文 書
フ ァ イ ル 名

作成（取
得）時期保存期間

保存期間
満了時期媒体の種別 冊 数 保存場所 保存期間満了

時の措置結果 備 考大分類 中分類 小分類

愛
媛

県
報

平
成
１４
年
３
月
２２
日

第
１３４１

号

３３５



�愛媛県公安委員会規則第４号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１４年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（昭和４１年愛媛県公安委員会規則第７

号）の一部を次のように改正する。

第３条の２を次のように改める。

（首席監察官）

第３条の２ 警務部に首席監察官を置き、警視正又は警視を

もつて充てる。

２ 首席監察官は、上司の命を受け、監察事務のうち重要事

項に係るものを総括整理する。

第３条の２の次に次の１条を加える。

（参事官）

第３条の３ 部及び総務室に参事官を置くことができる。

２ 警務部に置く参事官は、警視正又は警視をもつて、警務

部以外の部及び総務室に置く参事官は、警視をもつて充て

る。

３ 参事官は、上司の命を受け、部又は総務室の所掌事務（

監察事務を除く。）のうち重要事項に係るものを総括整理

する。

第１０条第９号中「警察音楽隊」を「愛媛県警察音楽隊」に

改め、同条第１０号を次のように改める。

� 情報の公開に関すること。

第１２条中第１４号を第１５号とし、第７号から第１３号までを１

号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を加える。

� 職員の勤務制度に関すること。

第２０条第２号を次のように改める。

� 刑事警察の運営に関する企画及び調整に関すること。

第２０条第５号を次のように改める。

� 刑事警察の教養に関すること。

第２０条第６号中「調査、」を削る。

第２０条中第１０号を第１２号とし、同号の前に次の１号を加え

る。

� 公判対応に関すること。

第２０条中第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７

号の次に次の１号を加える。


 他の都道府県警察との捜査共助に関すること。

第２７条の２第１号中「及び今治・小松自動車道」を「、今

治・小松自動車道及び大洲道路」に改める。

第２７条の７第３項を次のように改める。

３ 県民情報室は、第１０条第４号（公文書の管理事務に限る

。）及び第１０号の事務をつかさどる。

第２７条の８第１項中「音楽隊」を「愛媛県警察音楽隊（以

下「音楽隊」という。）」に改める。

第２７条の９の次に次の１条を加える。

（企画室）

第２７条の１０ 警務課に企画室を附置する。

２ 企画室に室長を置き、警視の階級にある警察官をもつて

充てる。室長は、企画室の事務を掌理し、所属職員を指揮

監督する。

３ 企画室は、第１２条第１号、第２号（人事に関する事務を

除く。）及び第６号から第９号までの事務をつかさどる。

第２８条の１０を次のように改める。

（刑事指導室）

第２８条の１０ 捜査第一課に刑事指導室を附置する。

２ 刑事指導室に室長を置き、警視の階級にある警察官をも

つて充てる。室長は、刑事指導室の事務を掌理し、所属職

員を指揮監督する。

３ 刑事指導室は、第２０条第２号、第５号から第８号まで、

第１０号及び第１１号の事務をつかさどる。

附 則

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。

� 第１２条の改正規定、第２０条の改正規定、第２７条の９の

次に１条を加える改正規定及び第２８条の１０の改正規定

平成１４年３月２５日

� 第２７条の２の改正規定及び附則第２項の規定 平成１４

年３月２９日

２ 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第

２号）の一部を次のように改正する。

第３条の２中「及び今治・小松自動車道」を「、今治・

小松自動車道及び大洲道路」に改める。

�������
�愛媛県公安委員会規則第５号
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条

例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１４年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施

行条例施行規則の一部を改正する規則

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条

例施行規則（昭和６０年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部

を次のように改正する。

第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし

、第４号を第３号とする。

附 則

この規則は、平成１４年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会告示第７号
次の遊技機の型式は、技術上の規格に適合していると認めるので、遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和６０年

国家公安委員会規則第４号）第９条第１項の規定に基づき、公示する。

平成１４年３月２２日

公安委員会告示

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号

３３６



�愛媛県公安委員会訓令第１号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１４年３月２２日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

遊技機

の種類

遊技機

の区分
型 式 の 名 称 製造業者名

申 請 者 検定

番号

検定の有

効期間
氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

ぱちんこ
遊技機 第１種 ＣＲゴーストハウスＭ 株式会社高尾 株 式 会 社 高 尾

（内ヶ島敏博）
愛知県名古屋市中川区太平通
一丁目３番地 ５９９２

愛媛県公安委
員会告示の日
から３年間

〃 ＣＲマッピーパークＶ 株式会社サンセイ
アールアンドディ

株式会社サンセイアールアン
ドディ

（杉島紀志男）
愛知県名古屋市中区丸の内二
丁目１１番１３号 ５９９３

〃 ＣＲ２００２ＦＩＦＡワー
ルドカップＴＭＪ 奥村遊機株式会社 奥 村 遊 機 株 式 会 社

（上野 栄作）
愛知県名古屋市昭和区鶴舞二
丁目２番１８号 ６００１

〃 ＣＲ２００２ＦＩＦＡワー
ルドカップＴＭ２ 〃 〃 〃 ６００２

〃 ミニスカポリスＦＸ 株式会社大一商会 株 式 会 社 大 一 商 会
（市原 茂）

愛知県名古屋市中村区鴨付町
一丁目２２番地 ６００４

〃 ＣＲフィーバーダチョ
ウ倶楽部ＳＰ 株式会社ダイドー 株 式 会 社 ダ イ ド ー

（寳田 久治）
東京都渋谷区東二丁目２３番３
号 ６００７

〃 ＣＲミラクルマウスＳ 株式会社ソフィア 株 式 会 社 ソ フ ィ ア
（井置 定男）

群馬県桐生市境野町七丁目２０
１番地 ６００８

〃 ＣＲ・チキチキマシン
Ｋ 株式会社平和 株 式 会 社 平 和

（中島 潤）
群馬県桐生市広沢町二丁目３０
１４番地の８ ６０１０

〃 ＣＲ・チキチキマシン
Ｊ 〃 〃 〃 ６０１１

第３種 ＣＲギンギンタクシー
２号Ｃ 豊丸産業株式会社 豊 丸 産 業 株 式 会 社

（永野 裕豊）
愛知県名古屋市中村区長戸井
町三丁目１２番地 ６０１２

〃 ＣＲギンギンタクシー
３号Ｃ 〃 〃 〃 ６０１３

第１種 ＣＲブッちぎりライオ
ーＲ１ 株式会社藤商事 株 式 会 社 藤 商 事

（松元 邦夫）
大阪府大阪市中央区内本町一
丁目１番４号 ６０１４

〃 ＣＲモンスターマンシ
ョン２ 株式会社竹屋 株 式 会 社 竹 屋

（竹内 正博）
愛知県春日井市美濃町二丁目
９８番地 ６０１５

回胴式遊
技機 回胴式 ウンジャミ 株式会社エイペッ

クス
株 式 会 社 エ イ ペ ッ ク ス

（望月 光三）
東京都台東区上野七丁目４番
９号 ５９９４

〃 マッコウ 〃 〃 〃 ５９９５

〃 デジスター７ ベルコ株式会社 ベ ル コ 株 式 会 社
（鈴木 暢晃）

東京都台東区東上野一丁目１２
番１３号 ５９９６

〃 デジナナ 〃 〃 〃 ５９９７

〃 デジスター－３０ 〃 〃 〃 ５９９８

〃 デジナナ－３０ 〃 〃 〃 ５９９９

〃 デジスター 〃 〃 〃 ６０００

〃 プチタコ 株式会社エレコ 株 式 会 社 エ レ コ
（小森富美雄）

東京都江東区有明三丁目１番
地２５ ６００３

〃 モンスタークラブ２ サミー株式会社 サ ミ ー 株 式 会 社
（里見 治）

東京都豊島区東池袋二丁目２３
番２号 ６００５

〃 ハクションダイマオウ
Ｓ 〃 〃 〃 ６００６

〃 オーシャンブルー３０ ナコル株式会社 ナ コ ル 株 式 会 社
（滝本 仁安）

東京都豊島区池袋二丁目５３番
５号 ６００９

公安委員会訓令

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号

３３７



愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員

会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表１に次のように加える。

愛媛県情報公開条例

（平成１０年愛媛県条

例第２７号）

１ 第１７条の規定による不服申

立てがあった場合の審査会へ

の諮問

２ 第２２条第１項の規定による

審査会への公開決定等に係る

公文書の提示

３ 第２２条第３項の規定による

審査会への分類・整理資料の

提出

４ 第２２条第４項の規定による

審査会への意見書又は資料の

提出

５ 第２３条第１項の規定による

審査会への口頭意見陳述の申

立て及び口頭意見陳述

６ 第２４条本文の規定による審

査会への意見書又は資料の提

出

別表２の１の�の表風俗営業等の規制及び業務の適正化等
に関する法律の項専決事項の欄中第１７号を第２０号とし、第１６

号を第１９条とし、同項同欄第１５号中「第３５条の３第４項第１

号」を「第３５条の４第４項第１号」に改め、同号を第１８号と

し、同項同欄第１４号中「第３５条の３第１項」を「第３５条の４

第１項」に改め、同号を第１７号とし、同項同欄中第１３号を第

１６号とし、第１２号の次に次の３号を加える。

１３ 第３１条の１４の規定による店舗型電話異性紹介営業を営

む者に対する指示

１４ 第３１条の１９第１項の規定による無店舗型電話異性紹介

営業を営む者に対する指示

１５ 第３１条の２１第２項第１号の規定による無店舗型電話異

性紹介営業を営む者に対する指示

別表２の２の�の表に次のように加える。

愛媛県情報公開条例 １ 第６条第１項の規定による

公開請求書の受理

２ 第６条第２項前段の規定に

よる公開請求書の補正の要求

３ 第６条第２項後段の規定に

よる公開請求書の補正の参考

となる情報の提供

４ 第１０条第１項の規定による

公文書の全部又は一部の公開

の決定（過去の公開請求に係

る公文書について、従前と同

様の決定を行う場合に限る。

）

５ 第１０条第１項の規定による

公文書の公開の決定の通知

６ 第１０条第２項の規定による

公文書の非公開（第９条の規

定により公開請求を拒否する

場合及び公開請求に係る公文

書を保有していない場合を含

む。）の決定（過去の公開請

求に係る公文書について、従

前と同様の決定を行う場合に

限る。）

７ 第１０条第２項の規定による

公文書の非公開の決定の通知

８ 第１１条第２項前段の規定に

よる公開決定等の期間の延長

９ 第１１条第２項後段の規定に

よる公開決定等の期間の延長

の通知

１０ 第１２条後段の規定による公

開請求者に対する期限の特例

の適用の通知

１１ 第１３条第１項前段の規定に

よる他の実施機関との事案移

送の協議

１２ 第１３条第１項前段の規定に

よる他の実施機関（警察本部

長に限る。）への事案の移送

１３ 第１３条第１項後段の規定に

よる公開請求者に対する事案

移送の通知

１４ 第１３条第３項後段の規定に

よる移送を受けた実施機関に

対する協力

１５ 第１４条第１項の規定による

第三者に対する意見聴取の通

知及び第三者からの意見聴取

１６ 第１４条第２項本文の規定に

よる第三者に関する情報が記

録されている公文書の当該第

三者に対する公開の通知及び

当該第三者の意見聴取

１７ 第１４条第３項後段の規定に

よる第三者に対する公開の決

定の通知

１８ 第１５条第３項の規定による

公文書を複写した物により行

う公文書の公開

１９ 第１８条の規定による不服申

立人及び参加人に対する諮問

をした旨の通知

２０ 第３１条第２項の規定による

公文書の検索資料の作成及び

提供

別表２の２の	の表風俗営業等の規制及び業務の適正化等
に関する法律の項専決事項の欄中第７号を第８号とし、第６

号を第７号とし、第５号を第６号とし、同項同欄第４号中「

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号
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第３５条の３第３項」を「第３５条の４第３項」に改め、同号を

第５号とし、同項同欄中第３号の次に次の１号を加える。

４ 第３１条の２１第１項（第３１条の２１第３項において準用す

る場合を含む。）の規定による無店舗型電話異性紹介営

業を営む者に係る処分移送通知書の送付

別表２の２の�の表に次のように加える。

愛媛県暴走族等の追

放の促進に関する条

例（平成１３年愛媛県

条例第５３号）

１ 第１４条第２項（第１４条第４

項において準用する場合を含

む。）の規定による関係市町

村長の意見の聴取

別表３風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

の項専決事項の欄第２４号中「第２７条第２項」の下に「（第３１

条の１２第２項において準用する場合を含む。）」を、「店舗

型性風俗特殊営業」の下に「及び店舗型電話異性紹介営業」

を加え、同項同欄第２９号中「第３１条の２第２項」の下に「（

第３１条の１７第２項において準用する場合を含む。）」を加え

、「の廃止又は」を「及び無店舗型電話異性紹介営業の廃止

及び」に改め、同項同欄中第３４号を第４０号とし、第３３号を第

３９号とし、第３２号の次に次の６号を加える。

３３ 第３１条の１２第１項の規定による店舗型電話異性紹介営

業に係る届出書の受理

３４ 第３１条の１６第１項の規定による標章のはり付け

３５ 第３１条の１６第２項の規定による標章の除去

３６ 第３１条の１６第３項の規定による標章の除去

３７ 第３１条の１７第１項の規定による無店舗型電話異性紹介

営業に係る届出書の受理

３８ 第３１条の１９第２項の規定による警察職員に対するはり

紙等の除去命令

附 則

この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のよ

うに定める。

平成１４年３月２２日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 永 野 英 詞

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第１１号）の一部を次のように改正する。

第１条中「１０３分の２」を「１００分の５」に改める。

別表第１診断書料の項金額の欄中「１，６３０円」を「１，７８０

円」に、「２，３４０円」を「２，６２０円」に、「３，４６０円」を「

４，６２０円」に、「６，０１０円」を「６，１９０円」に、「１０，１９０円

」を「１０，５００円」に改め、同表文書料の項同欄中「１，５２０円

」を「１，７８０円」に、「１，２２０円」を「１，２６０円」に、「３

，２６０円」を「３，５７０円」に改め、同表人間ドックの項同欄中

「４８，９３０円」を「４３，０５０円」に、「５６，０６０円」を「４９，３５０円

」に、「７４，４１０円」を「６０，９００円」に改め、同表脳ドックの

項同欄中「３９，４６０円」を「４０，７６０円」に、「３０，２４０円」を「

３０，７５０円」に改め、同表骨塩量検査料の項同欄中「８，２４０円

」を「８，９６０円」に、「３，６６０円」を「３，７８０円」に改め、
べん

同表分娩介助料の項同欄中「１００，０００円」を「１０１，０００円」

に、「１１１，０００円」を「１１３，０００円」に、「１１９，０００円」を

「１２１，０００円」に改め、同表衛生材料費の項同欄中「５，１００

円」を「５，８００円」に改め、同表人工妊娠中絶料の項区分の

欄を次のように改める。

妊娠満１２週未満

妊娠満１２週以上満１６

週未満

妊娠満１６週以上満２２

週未満

別表第１人工妊娠中絶料の項金額の欄中「６０，１４０円」を「

６１，９５０円」に、「７６，４５０円」を「７８，７５０円」に、「８６，６５０円
そう

」を「９９，７５０円」に改め、同表避妊器具挿入料の項同欄中「

３６，６９０円」を「４０，９５０円」に改め、同表避妊器具除去料の項

同欄中「８，０５０円」を「９，５５０円」に改め、同表妊産婦定期

診察料の項同欄中「４，４００円」を「４，５００円」に、「４，４８０

円」を「４，７２０円」に、同表乳児定期診察料の項同欄中「５

，３００円」を「５，４６０円」に改め、同項の次に次のように加え

る。

新生児介補

料

消費税法別表第１第

８号に規定する助産

に係る資産の譲渡等

に該当するものに係

るもの

１日 ３，８１０円

上記以外のもの １日 ４，０００円

別表第１衣服貸与料の項金額の欄中「７１０円」を「７３０円

」に改め、同表予防接種料の項同欄中「１０３分の１０５」を「

１００分の１０５」に改め、同表施術料の項同欄中「２，２４０円」

を「２，３６０円」に、「３，５６０円」を「３，６７０円」に、「４，０

７０円」を「４，２００円」に改め、同表人工授精料の項同欄中「

６，２１０円」を「６，５１０円」に改め、同表体外受精料の項同欄

中「３４，８５０円」を「３５，９００円」に、「３０，８７０円」を「３１，８００

円」に、「３１，９４０円」を「３２，９００円」に、「４２，８１０円」を「

４４，３１０円」に、「２９，８６０円」を「３１，０８０円」に、「２８，２３０円

」を「２９，２９０円」に、「７，２３０円」を「７，５６０円」に改め、

同表習慣流産免疫療法料の項同欄中「２１，２００円」を「２２，１５０

円」に改め、同表エックス線フイルム複製料の項同欄中「６

５０円」を「６８０円」に、「５４０円」を「５７０円」に、「４１０

円」を「４３０円」に、「３３０円」を「３５０円」に、「２４０円

」を「２７０円」に改め、同表禁煙補助剤投薬料の項中「 ガム

製剤 １個 １２０円 」を削り、同表特別初診料の

項同欄中「１０３分の１０５」を「１００分の１０５」に改め、同表

に次のように加える。

病衣貸出料 １日 ６０円

食事提供料

入院中の患者以外の

患者に対して、人工

透析実施時間中等に

食事を提供した場合

１食 ６３０円

別表第１注３中「愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院、

愛媛県立伊予三島病院、愛媛県立南宇和病院及び愛媛県立新

公営企業管理規程
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居浜病院」を「許可病床数が２００床以上の愛媛県立病院」に

改め、「行う初診」の下に「（他の病院又は診療所からの文

書による紹介がある場合及び緊急その他やむを得ない事情が

ある場合に行うものを除く。）」を加える。

別表第２金額の欄を次のように改める。

金 額
３５，０３０円
３３，８５０円
３４，４５０円
３３，４６０円
３２，１３０円
３１，５８０円
１０，７１０円
１２，４２０円
１７，１３０円
１６，７４０円
１５，７３０円
１４，８３０円
１１３，４３０円
９７，３５０円
７１，１９０円
５９，９００円
３，３６０円
８，０８０円
８，０８０円
９，７９０円
１１，５１０円
１８，６２０円
１７，８４０円
１４，５６０円
１６，３５０円
１６，１６０円
１５，７００円
６５，８８０円
６６，１００円
６１，１３０円
７３，２２０円
７２，４５０円
６８，６４０円
７９，６８０円
７８，９１０円
８３，５４０円
７４，８５０円
７５，４９０円
７６，８１０円
７６，０４０円
７２，５００円
７９，８４０円
７９，０７０円
７５，２７０円
７７，１４０円
７６，３７０円
７２，６４０円
７９，６１０円
７８，８４０円
７４，７３０円
８４，２４０円
６９，６２０円

６８，８５０円
６４，９２０円
７９，６１０円
７８，８３０円
８１，７１０円
７５，０５０円
７５，１９０円
６４，６５０円
６３，８７０円
５９，８４０円
７９，４６０円
７８，６９０円
８５，２６０円
７４，５６０円
７８，０４０円
３３９，１５０円
３２５，３１０円
２１２，０４０円
３０３，７９０円
２８９，４００円
２７４，４４０円
２００，７００円
２５２，９３０円
２４０，９４０円
２２５，９８０円
１８８，９８０円
２１７，６１０円
１９０，７９０円
１７６，３９０円
１７０，０００円
１６７，５７０円
１８８，２９０円
１５１，２９０円
１３３，４００円
３３，７００円
２００，８３０円
１６０，７７０円
１２５，７２０円
３１，７９０円
３０，２４０円
２５，７７０円
２５，４６０円
２３，１７０円
１９，６００円
１６，８７０円
１６，６１０円
１４，７００円
１１，６９０円
２１，１４０円
２０，７５０円
１９，７４０円
９５，６６０円
９０，４９０円
９１，６４０円
８７，１２０円
２１，２２０円
２２，０６０円
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別表第３ １個の金額の欄を次のように改める。

１ 個 の 金 額
新装用の場合 新装用後保証期間内
１２，６００円 １０，０８０円
１７，６４０円 １５，１２０円
１９，３２０円 １６，８００円
２１，０００円 １８，４８０円
２５，２００円 ２２，６８０円
２２，６８０円 ２０，１６０円
２６，８８０円 ２４，３６０円
２４，３６０円 ２１，８４０円
１５，９６０円 １３，４４０円
３，４６０円
１７，６４０円 １５，１２０円
１９，３２０円 １６，８００円
１８，４８０円 １５，９６０円
１８，４８０円 １５，９６０円
１０，０８０円
３，２７０円
３，２７０円
３，７８０円
５，４６０円

別表第４室料差額の部愛媛県立中央病院の項１日１病床の

金額の欄中「２０，３８０円」を「２１，０００円」に、「１０，７００円」を

「１１，０２０円」に、「６，６２０円」を「６，８２０円」に、「６，１１０

円」を「６，３００円」に、「４，５８０円」を「４，７２０円」に、「

３，０５０円」を「３，１５０円」に、「１，０１０円」を「１，０５０円」

に改め、同部愛媛県立今治病院の項同欄中「１８，８５０円」を「

１９，４２０円」に、「８，１５０円」を「８，４００円」に、「７，１３０円

」を「７，３５０円」に、

５，０００円 ５，０９０円

３，０００円 ３，０５０円

１，５００円 １，５２０円

１，０００円 １，０１０円

「 ５，５００円 ５，７７０円

３，５００円 ３，６７０円

２，０００円 ２，１００円

１，５００円 １，５７０円

「

を に改

」 」

め、同部愛媛県立伊予三島病院の項同欄中「１０，０００円」を「

１１，０００円」に、「１０，１９０円」を「１１，５５０円」に、「５，０９０円

」を「５，２５０円」に、「３，０００円」を「３，５００円」に、「３

，０５０円」を「３，６７０円」に、「１，５２０円」を「１，５７０円」に

改め、同部愛媛県立南宇和病院の項同欄中「１０，０００円」を「

１１，０００円」に、「１０，１９０円」を「１１，５５０円」に、「５，０９０円

」を「５，２５０円」に、「３，０００円」を「３，５００円」に、「３

，０５０円」を「３，６７０円」に、「１，５２０円」を「１，５７０円」に

改め、同部愛媛県立北宇和病院の項同欄中「４，５８０円」を「

４，７２０円」に、「１，５２０円」を「２，１００円」に改め、同部愛

媛県立新居浜病院の項同欄中「１１，２１０円」を「１１，５５０円」に

、「５，０９０円」を「５，２５０円」に、「４，５８０円」を「４，７２０円

」に、「２，５４０円」を「３，１５０円」に、「２，０３０円」を「２，１

００円」に改める。

別表第５駐車場使用料の部愛媛県立中央病院愛媛県立今治

病院の項外来患者の目金額の欄中「１，２５０円（愛媛県立今治

病院にあつては、１，２００円。以下同じ。）を超える場合にあ

つては、１，２５０円）に１０３分の１０５」を「１，０００円を超える

場合にあつては、１，０００円）に１００分の１０５」に、「１，２５０

円を超える場合にあつては、１，２５０円）に１０３分の１０５」を

「１，０００円を超える場合にあつては、１，０００円）に１００分の

１０５」に改め、同項見舞人の目同欄中「１，２５０円」を「１，０

００円」に、「１０３分の１０５」を「１００分の１０５」に改め、同

項その他病院来訪者の目同欄中「１０３分の１０５」を「１００分

の１０５」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、平成１４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県立病院料金規程（以下「改正後の管理規

程」という。）別表第１人間ドックの項の規定は、この管

理規程の施行の日（以下「施行日」という。）以後に通院

を始め、又は入院して受ける人間ドックに係る料金につい

て適用し、施行日前に通院を始め、又は入院して受ける人

間ドックに係る料金については、なお従前の例による。

３ 改正後の管理規程別表第４の規定は、施行日以後の病床

の使用に係る室料差額について適用し、施行日前の病床の

使用に係る室料差額については、なお従前の例による。

４ 改正後の管理規程別表第５の規定は、施行日以後に開始

する駐車場の使用に係る駐車場使用料について適用し、施

行日前に開始した駐車場の使用に係る駐車場使用料につい

ては、なお従前の例による。

�任免辞令
３月１０日

愛媛県技術吏員 元 田 徹

願により本職を免ずる

任 免 辞 令

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号

３４１



平成１４年３月２２日 印刷
平成１４年３月２２日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３４２

愛 媛 県 報平成１４年３月２２日 第１３４１号


